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施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

・各種資金貸付については、引き続き貸付金償還率の向上を図るとともに、新規貸付にあたって
は、適正な審査と貸付後のフォローを行う。
・入院助産は国の制度、母子福祉資金貸付は都の制度であり、区での改善余地はほとんどない。
・生活保護については、毎年、被保護者世帯が増え続け、事業コストが増加している。経費の伸び
を少しでも抑えるため、専門非常勤職員を有効活用し、適正保護と自立支援に努めていく。
・母子家庭の自立支援については、平成１９年度より国庫補助を活用し、母子家庭の母が経済的
に自立できるようになることを目的として、母子家庭自立支援給付金制度を開始した。また、平成
２０年度より国庫・都補助を活用し、被支援者に対して、よりきめ細かな自立・就労支援をすること
を目的として、母子自立支援プログラム策定員を１名配置した。これらの新規事業を活用しなが
ら、今後も母子家庭の自立支援に努めていく。

　成果指標「生活保護世帯で自立更生した世帯数の割合」は、目標値２．９１％に達せず、前年度
比も０．１ポイントの減となった。これは、生活保護世帯数は毎年増え続けているが、その中でも自
立や就労することが困難な高齢世帯の割合が増えていることが原因と考えられる。高齢世帯は、
平成２０年４月末時点において約半数を占めており、３年前と比較して３．２ポイントの増、前年比
は１．１ポイントの増となっている。
　低所得者自立支援策は、生活困窮者が最低生活を維持するために最後のセイフティネットとし
て必要な施策である。しかし、施策の運営にあたっては、生活困窮者が毎年増え続けている中、
経費の伸びを少しでも抑えていく必要がある。生活保護については、自立支援の取り組みを強化
することによって、保護費の伸びを抑え、各種資金貸付については、債権管理を適正に行っていく
とともに、社会的な必要性や費用対効果を十分考慮しながら、今後の事業のあり方を精査してい
く。
　２１年度以降は、「骨太の方針２００６」で定めた社会保障費の取り扱いを巡る国の動向や、それ
に関連する都の動向等を注視しながら、引き続き、各事務事業の必要性や、より効率的な執行方
法等についての検証を行い、低所得者の自立支援の強化につながる見直しを加えつつ、施策の
成果向上を図っていく。
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現状と課題

生活に困窮する区民が健康で文化的な最低限度の生活を維持している。

高齢化の進展と景気の影響により、生活保護世帯は毎年増え続けており、経費の伸びを少しでも
抑えるため、適正保護や自立支援の促進が求められる。また、低所得者に対する各種資金の貸
付については、貸付件数の減少などから、その必要性について精査していく必要があるとともに、
償還率も低いので、適正な債権管理がもとめられている。
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